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１．事業計画書作成担当者 

 

自治体の名称 鹿児島県 

所在地 鹿児島県鹿児島市鴨池新町 10-1 

作成担当者 

氏名 所属部署・役職名等 

 企画部 エネルギー政策課 

ＴＥＬ ＦＡＸ メールアドレス 

099-286-2431 099-286-5686  

作成責任者 

氏名 所属部署・役職名等 

 企画部 エネルギー政策課 

ＴＥＬ ＦＡＸ メールアドレス 

099-286-2422 099-286-5686  
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２．再生可能エネルギーの導入に関する基本的な考え方等について 

 

（１）再生可能エネルギー等の導入による地域づくりの位置づけ 

① 各種計画等への位置付け 

【鹿児島県再生可能エネルギー導入ビジョン】の策定 

○本県では，県のあるべき姿や進むべき方向性を明らかにした「かごしま将来ビジョン」や，

国の新しい「エネルギー基本計画」との整合を図りながら，本県における自然的・社会的地

域特性を生かした再生可能エネルギーの導入を計画的に進めるための指針として，平成 26

年 4 月に「鹿児島県再生可能エネルギー導入ビジョン（以下「県再エネビジョン」という。）」

を策定した。 

○「県再エネビジョン」では，「地域特性を生かした再生可能エネルギーの導入促進」，「地

球温暖化対策への貢献」，「県民・事業者・行政が一体となった再生可能エネルギーの導入」，

等を再生可能エネルギー導入の基本方針とし，「防災拠点施設等への分散型エネルギーの導

入促進 」を今後推進する取組の一つとして新たに位置付けている。 

 

【その他の計画等】 

 ※「かごしま将来ビジョン(H20.3 策定)」や「鹿児島県地球温暖化対策推進条例(H22.3 制定)」，

「鹿児島県環境基本計画(H23.3 改定)」等においても，同様に再生可能エネルギーの導入を

促進する方向性をもって施策を展開している。 

 

② 「災害に強く環境負荷の小さい地域づくり」に対する基本的な考え方 

○本県は，台風，豪雨，地震，津波，火山噴火災害など過去に様々な災害を経験している。 

また，シラス台地等の特殊土壌の地域があるほか，海岸線が長く，島しょ部を多く有するな

どの地域特性のため，一旦災害が発生したとき，様々な被害が生じ，県民の生活支障や防災

対策上の障害が想定されることから，再生可能エネルギー等を活用した自立・分散型エネル

ギーシステムの導入等による「災害に強く環境負荷の小さい地域づくり」の必要性が高まっ

ている。 

 

       上記を踏まえ，以下のとおり本事業を位置付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本県が目指す「防災拠点施設等への分散型エネルギーの導

入促進」に資する取組の一環として，本基金事業を活用した

防災拠点等における再生可能エネルギー設備の導入を通じ

て，「災害に強く環境負荷の小さい地域づくり」を目指す。 

再生可能エネルギー等導入推進基金事業の位置付け 



- 4 - 
 

（２）地域資源・地域特性を活かした再生可能エネルギー等の導入 

① 本県再生可能エネルギーのポテンシャル 

「県再エネビジョン」において，本県の再生可能エネルギーのポテンシャルを，以下のとお

りまとめている。 
表 本県における再生可能エネルギーの利用可能量 

区分 

利用可能量 

熱量換算 

（10^6MJ/年） 

原油換算 

（千 kL） 
割合（％） 

太陽光発電 21,686 560 25.0 

風力発電 36,014 929 41.5 

水力発電 4,384 113 5.0 

地熱発電 7,041 182 8.1 

バイオマスエネルギー 6,685 172 7.7 

太陽熱利用 10,200 263 11.7 

その他熱利用（下水熱） 820 21 0.9 

合計 86,830 2,240 100.0 

    ※１ 利用可能量：事業収支に関する特定のシナリオ（仮定条件）を設定した場合に具現化が期待されるエネルギー資源量 
    ※２ 風力発電は，本県においてポテンシャルが高く，平成 24 年度末で全国第 3 位の導入量となっているが，全国的な騒

音・低周波音に関する苦情，希少な鳥類の衝突事故（バードストライク）などの影響を鑑み，平成 24 年 10 月に環境

影響評価法の対象事業に追加されたことや，本県での立地に際し景観への配慮が必要となっている状況等を踏まえ，風

力発電については，今後，建設適合場所が限定されていくものと考えている。 
 

② 本県再生可能エネルギーの導入目標 

  「県再エネビジョン」において，「低緯度に位置するため全天日射量が大きい」「年間を通じ

て温暖な気候であるため，降雪による発電の影響がない」など本県が有する地域特性や，上記

ポテンシャル，再生可能エネルギー導入の計画等を勘案し導入目標を設定している。 
表 2020 年度における本県の再生可能エネルギー導入目標 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本県のポテンシャルや地域特性を勘案し，太陽光などの太

陽エネルギーを，本県再生可能エネルギーの核と位置付け，

積極的導入を図る。 

地域特性を生かした再生可能エネルギー導入のポイント 
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③ 導入目標の見直し 

  「県再エネビジョン」における「2020 年度における本県の再生可能エネルギー導入目標」

は，エネルギーを取り巻く国際情勢，国のエネルギー政策，再生可能エネルギーに関する技術

革新などを踏まえて，ビジョンの計画期間中においても必要に応じて見直すこととしている。 

 

④ 導入目標の進行管理 

  「県再エネビジョン」の導入目標が達成されるよう，学識経験者や産業界，消費者等の代表

から構成される「再生可能エネルギー導入推進協議会（仮称）」を平成 26 年度に新たに設置

し，提案や助言を受けるとともに，県庁各課で構成する「再生可能エネルギー導入推進連絡会」

において，庁内における再生可能エネルギー関連施策を調整・展開することとしている。 

   

図 県再エネビジョンの進行管理体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本県再生可能エネルギーの核と位置付けている 

太陽光発電 590kW，風力 5kW，太陽光と風力のハイブリ

ッド発電 40ｋWを防災拠点施設等に新たに導入する。 

再生可能エネルギー等導入推進基金事業の実施効果 

・防災拠点等における電力供給の多様化による防災力の向上 
・再生可能エネルギーの普及率向上 
・二酸化炭素の排出削減に寄与 
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（３）地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計画について 

① 鹿児島県地球温暖化対策実行計画（平成 23 年３月策定） 

この実行計画では，「県地球温暖化対策推進条例」等に基づき，地球温暖化の原因となって

いる温室効果ガスの排出抑制などに積極的に取り組み，「人と自然が調和する地球にやさしい

社会づくり」を目指すこととしている。 

なお，国の新しいエネルギー基本計画や地球温暖化対策の計画，「県再エネビジョン」との

整合を図り，今後，「県地球温暖化対策実行計画」を見直すこととしている。 

 

【鹿児島県地球温暖化対策実行計画の主な内容】 

１ 計画期間 平成 23年度から平成 32年度まで（10 年間） 

２ 温室効果ガス削減目標 

(1) 長期目標…2050 年度までに 1990 年度比 80％削減 

(2) 中期目標…2020 年度までに 1990 年度比 30％削減 

(3) 部門別削減目標 

 

※四捨五入の関係上，合計が一致しないことがある。 

② 中核市・特例市の実行計画 

本県唯一の中核市である鹿児島市は，平成 24 年３月に「鹿児島市地球温暖化対策アクショ

ンプラン」を策定している。 

このアクションプランにおいて，化石燃料に起因しないエネルギーの活用や，より高いエネ

ルギー効率の設備を使用していく「エネルギーを有効に活用するまち」を実現するとし，基本

目標として「再生可能エネルギーの利用促進」を掲げている。 

【鹿児島市地球温暖化対策アクションプランの主な内容】 

１ 計画期間 平成 24年度から平成 33年度まで（10 年間） 

２ 温室効果ガス削減目標 

(1) 長期目標…2050 年度までに 1990 年度比 70％削減 

(2) 中期目標…2030 年度までに 1990 年度比 30％削減 

(3) 計画最終年度目標…2021 年度までに 1990 年度比 12％削減 
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３．防災・減災への取組状況と再生可能エネルギー等の活用について 

（４）地域における防災・減災の取組状況と再生可能エネルギー等の活用 

① 本県防災上の地域特性 

本県は，台風，豪雨，地震，津波，火山噴火災害など過去に様々な災害を経験している。 

また，霧島・桜島をはじめ１１の活火山があり，多くの地域でシラス等の特殊土壌が分布し

ているほか，海岸線が長く，島しょ部を多く有するなどの地域特性のため，直近５カ年で延べ

４９集落が災害により孤立化するなど，一旦災害が発生したとき，様々な被害が生じ，県民の

生活支障や防災対策上の障害が想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

写真１：雨水の浸食に弱いシラス台地の崩壊（鹿児島県肝付町 H24.6）     写真２：豪雨により浸水する集落（鹿児島県奄美市 H22.10） 

 

② 本県の防災対策 

  本県「地域防災計画(H26.3)」においては，「災害時の被害を最小限に止めるため，防災施

設等の整備事業等の施策を第一に推進し，併せて，災害発生時の応急対策に備えるための施策

と，県民の防災活動を促進するための施策を推進する」と定めている。 

  また，「県防災対策基本条例(H19.12)」においては，県民が自らの身は自ら守る「自助」，

地域の住民が互いに助け合って地域の安全を確保する「共助」，市町村，県及び防災関係機関

が県民の生命，身体及び財産を守るために行う「公助」を基本として，県民等，市町村，県及

び防災関係機関がそれぞれの役割を果たすことを基本理念とし，県及び市町村は，災害予防対

策として災害応急対策に必要な体制（情報伝達，住民避難，物資輸送，医療救護，輸送，ボラ

ンティア活動等）を整備することを定めている。 

  これらを踏まえ，本県では避難施設や電源設備などの「防災拠点機能強化施設」，通信施設

や無線施設などの「地域情報発信機能施設」を整備し，防災機能の強化に努めているところで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

官庁舎や消防庁舎，防災拠点となり得る民間施設等に，

既存の系統電力に依存しない分散型エネルギーシステム

を導入し，災害発生により孤立化した避難所等の防災力向

上を図る。 
 

防災・減災の観点から見た再生可能エネルギーの活用方針 
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（５）地域内での大規模災害に対する防災対策推進地域の指定状況 

① 南海トラフ地震対策特別措置法に係る防災対策推進地域及び津波避難対策特別強化地域 

（平成 26年 3月 31 日 閣議決定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各市町村の世帯数及び推計人口は，平成 26 年 3月 1 日現在の鹿児島県毎月推計人口による 
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４．平成 26 年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業について 

（６）事業を効果的に活用するための検討・調整 

① 庁内体制の構築 

 ○平成 25 年 4 月に県のエネルギー政策を総合的に推進する「エネルギー政策課」を新設した。 
  特に，本基金事業を担当する職員を，これまでの２名から４名に増員し，庁内及び市町村等

と緊密な連携が図られるよう組織体制の再構築を行った。 
 ○再生可能エネルギー等導入推進基金を効果的に活用するため，エネルギー部局や防災部局で

構成される「ＧＮＤ基金事業検討ＷＧ」を庁内に新たに立ち上げ，本基金を活用して再生可

能エネルギーを導入する施設や事業内容について精査を行い，施策の事業効果が発現される

よう検討を進めた。 
 

② 市町村・民間事業者との連絡・調整 

 ○県内市町村の防災拠点施設等（民間施設を含む）のうち本基金を活用して再生可能エネルギ

ーの導入を予定する施設について，施設の数や耐震性の有無，自家発電の設置状況等につい

て調査を実施し，市町村と事業に関する諸調整を図った。 
○国の予算案の発表を受けて，平成 26 年 1 月に市町村担当者を集めた勉強会を開催した。他

県の先進事例や基金事業の予算の動向等について説明を行い，より実効性のある事業となる

ように市町村と調整を図った。 
○市町村職員・民間事業者を対象とした「再生可能エネルギー導入セミナー」を開催し，本事

業の説明を行ったほか，太陽光発電や小水力発電などに関する情報交換を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 本県ＧＮＤ基金事業に係る推進体制 

 

・災害時における分散型エネルギーシステムの有効性を確認 
・県全域に比べ離島地域の防災拠点施設は，再生可能エネル

ギーの普及率が低い（県全域 4.9％，離島地域 1.8％） 
・近年に本県で発生した主な大規模災害は，本県の離島地域

で発生している 

庁内での検討や市町村との調整結果の整理 
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（７）実施事業の全体像 

① 本基金事業を活用して実施する事業 

 １）地域資源活用詳細調査事業 

本基金事業の評価等を目的に，外部有識者等で構成する 

委員会を原則年２回開催する。                                 

   後述するＰＤＣＡサイクルに基づく見直しを随時行い， 

  より事業効果が発現できる事業とする。 

 

 ２）公共施設再生可能エネルギー等導入事業  

【分散型エネルギーシステムの有効性】 

  平成 22 年 10 月に本県離島部の奄美地方で発生した集中豪雨では，河川の氾濫や土砂災害

が各地で発生し，道路交通網や上水道，電気や情報通信網が同時多発的に途絶するなど大災害

となった。 
こうした過去の災害から，本県は太陽光発電などの再生可能エネルギーや蓄電池システムな

どで構成される分散型エネルギーシステムが，災害発生に伴う交通途絶により孤立化した防災

拠点等において有効であると認識している。 

なお，分散型エネルギーシステムの導入にあたっては，以下のとおり考え方を整理する。 

  
  （１）災害時に最低限必要な電力の確保 
     災害発生時に防災拠点となる県や市町村の庁舎，地域の避難所となる施設等を中心

に，それぞれの地域特性を踏まえた再生可能エネルギー設備及び蓄電池を導入し，災害

時における通信機器等の電源として最低限必要な電力を確保する。 
  （２）多様な電源による災害対応力の強化 
     「太陽光発電などによる分散型エネルギーシステム」や「軽油等を燃料とした自家発

電設備」，「太陽光や風力発電のハイブリッドシステム」などの多様な電源を防災拠点に

整備し，災害発生時における対応力を向上させる。 
  （３）分散型エネルギーシステム内における効率的な電力の使用 
     供給される再生可能エネルギーを効率的に活用するため，高効率照明及び高効率空調

の導入を進める。 
 

【離島地域における再生可能エネルギー設備の導入促進】 

  「（６）事業を効果的に活用するための検討・調整」で前述したとおり，「県全域に比べ離島

地域の防災拠点施設等は，再生可能エネルギーの普及率が低い」ほか，「近年に本県で発生し

た主な大規模災害は，本県離島地域で発生している」ことを踏まえ，離島地域における分散型

エネルギーシステムを重点的に促進する。 

 

外部有識者等委員会の開催 
（写真は，ビジョン策定委員会のもの） 
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      写真：土石流により不通となっていたトンネル             写真：交通途絶により孤立化した集落に 

（鹿児島県大和村 H22.10）                    九州電力の高圧電源車を輸送する自衛隊ヘリ 
（鹿児島県奄美市 H22.10） 

 
 
【本県で近年発生した主な災害の状況（鹿児島県まとめ）】  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３）民間施設再生可能エネルギー等導入促進事業 

   災害時等において地域の防災拠点となり得る民間施設等についても，公共施設と同様に分

散型エネルギーシステムの導入を促進する。 

 

【事業のイメージ】 

 

 

 
 
 
 
    小型風力発電         防災拠点施設         太陽光発電 
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（８）事業効果（成果指標と目標値） 

①必須となる成果指標及び成果目標 

 指標１：導入した再生可能エネルギー等による発電量 
   １）再生可能エネルギー発電設備による発電量 

目標 平成 28 年度末に 694,670 kWh/年 

目標 
設定 
の 

考え方 

太
陽
光
発
電 

＝ 導入予定施設の出力総数 × 1kW 当たりの年間発電量 
＝ 610 kW × 1,067 ※kWh／kW    
＝ 650,870 kWh           （※：本県平均値 新エネルギー財団調べ） 

風
力
発
電 

＝ 導入予定施設の出力総数 × 365 日 × 24 時間 × 設備利用率 
＝ 25kW × 365 日 × 24h × 0.2※   

（※：調達価格等算定委員会 資料参照） 
＝ 43,800 kWh  

合
計 

＝ 650,870 ＋ 43,800 
＝ 694,670 kWh 

 
 指標２：防災拠点等における再生可能エネルギーの普及率 

目標 平成 28 年度末に 6.3％ 

目標 
設定 
の 

考え方 

①平成 28 年度末時点で，想定する防災拠点等の施設数 2,084 施設 
（※施設数：防災拠点施設等の耐震化推進状況調査（消防庁）における防災拠点施設等＋新設施設等） 

②平成 28 年度末時点で，本基金を活用し再生可能エネルギー設備の 
導入を予定している防災拠点等の施設数 31 施設 

③現時点で再生可能エネルギー設備の導入が完了している防災拠点等 
の施設数 102 施設 

普及率 ＝ （②＋③）／①＝（ 31 + 102 ）／ 2,084 ＝ 6.38％≒ 6.3％ 
 

指標３：二酸化炭素削減効果 
目標 平成 28 年度末に 425 t-CO2/年 

目標 
設定 
の 

考え方 

① 発電設備：発電電力量 × 電力の CO2排出係数 
＝ 694,670 kWh × 0.000550 t-CO2／kWh 
＝ 382.06t-CO2 ≒ 382 t-CO2          

② 高効率照明：削減電力量 × 年間点灯時間 × 電力の CO2 排出係数 
＝ 23.5 kW × 3,000h × 0.000550 t-CO2／kWh 
＝ 38.77t-CO2 ≒ 38 t-CO2  

③ 高効率空調：年間削減電力量 × 電力の CO2排出係数 
＝ 10,000kWh × 0.000550 t-CO2／kWh 
＝ 5.5t-CO2 ≒ 5 t-CO2  

④ 合計（①＋②＋③）＝382＋38＋5＝425 t-CO2 
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（９）その他の事業効果（（８）以外の成果指標と目標値） 

鹿児島県独自の成果指標及び成果目標値 

【全国有数の離島県 鹿児島県】 

 本県は，南北約６００km にわたる温帯から 

亜熱帯までの広大な県域に，28 の有人離島を有 

しており，離島人口が 171,652 人，離島面積が 
約 2,485 平方キロメートルでともに全国第 1 位 
という全国でも有数の離島県である。 
 
 
【本土と連系していない独立した電力系統】 
 本県離島は，本土と送電網がつながっていな 
いため，系統規模の小さい独立した電力系統と 
なっている。 
 このため，過去の離島での災害発生時には， 
道路交通網だけでなく情報通信網などの途絶な 
どが発生しており，既存の系統電力に依存しな 

い緊急用の分散型エネルギーシステムが求めら 
れている。  
 
 
 このような本県特有の地域特性を踏まえ，以下のとおり「離島地域に所在する防災拠点等に 
おける再生可能エネルギーの普及率」を県独自の指標とする。 
 

 指標：本県離島地域に所在する防災拠点等における再生可能エネルギーの普及率 
目標 平成 28 年度末に 4.4％ 

目標設定の

考え方 

①平成 28 年度末時点で，想定する防災拠点等の施設数 606 施設 
②平成 28 年度末時点で，本基金を活用し再生可能エネルギー設備の 
導入を予定している防災拠点等の施設数 16 施設 

③現時点で再生可能エネルギー設備の導入が完了している防災拠点等 
の施設数 11 施設 

普及率 ＝ （②＋③）／① 
＝（ 16 + 11 ）／ 606 ＝ 4.4％ 

 

 【離島地域において，県全域以上の普及率上昇を目指す】 

○県全域   4.9％ → 6.3％ （1.4ポイント上昇） 

○離島地域  1.8％ → 4.4％ （2.6ポイント上昇） 

図 本県離島の分布状況 
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（１０）事業の実施体制 

①  事業の執行体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 本県ＧＮＤ基金事業に係る執行体制 

セクション名 担当業務 

エネルギー政策課 

全体総括，制度設計，実施施設選定，庁内連絡調整， 

市町村等への助言・連絡調整，進捗状況の確認， 

事業執行の確認・検査，有識者会議の運営 

危機管理防災課 防災部局からの意見（事業施設選定，事業執行等） 

庁内関係課 事業施設選定，事業執行，事業進捗報告 

関係市町村 事業施設選定，事業執行，事業進捗報告 

民間事業者等 事業執行，事業進捗報告 

外部有識者会議 事業に関する助言と評価 

 

② 事業の PDCA サイクル 

 １）Plan（計画策定） 

・「県再エネビジョン」に基づく県の方針や各事業主体からの要望に基づき， 

GND 基金事業検討ＷＧが事業計画の素案を策定 

・外部有識者会議の助言を踏まえ，事業計画を決定 

   ２）Do（事業執行）          

      ・各事業主体が事業を執行 

      ・庁内各課で構成する「再生可能エネルギー推進連絡会」により情報を共有化 

     ３）Check（評価・確認） 

        ・外部有識者会議に事業の進捗状況・実績を報告 

        ・外部有識者会議は事業を評価し，必要に応じ助言 

       ４）Action（見直し） 

         ・外部有識者会議の助言を参考に事業内容の見直し 
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（１１）事業の選定方法や評価方法の体制 

① 事業の選定方法 

事業の要件以外に，以下の項目について確認を行い，本基金事業を活用し再生可能エネルギ

ー設備を導入する防災拠点施設等の選定を行う。（数字上位に該当する施設を原則優先） 

なお，民間施設等については，原則として公募の上で，対象施設を選定する。 

 

１）離島地域等における孤立化のリスク 
  本県地域特性を踏まえ，自然災害時に孤立する可能性の高い離島地域等にある防災拠点施

設等を優先して選定する。 
 
２）事業効果の発現状況 
  災害時に施設を利用する人数や用途等を踏まえ，より多くの事業効果発現が見込まれる防

災拠点施設等から優先して選定する。 
 

 ３）分散型エネルギーシステムのリーディングモデルの可能性 

   本県は，既存の系統電力に依存しない緊急用の自家発電システムとして，今後，分散型エ

ネルギーシステムの導入を促進することとしていることから，本基金事業において実施する

防災拠点施設等の「システムの構成」や「地域の取組」などが，同様の施設整備において先

導的役割を果たすことが見込まれる施設から優先して選定する。 

 

② 事業の評価方法 

 １）外部委員の選定 

   「再生可能エネルギー」や「地球温暖化」を専門とする学識経験者等３～４名を選任する。 

  

 ２）外部有識者会議の開催頻度 

   年２回程度の開催（計画の承認，実績の報告）を原則とする。 

   併せて，庁内関係課で構成する推進連絡会を開催し，庁内における情報の共有を図る。 

 

３）評価手法 

先に示した「ＰＤＣＡサイクル」における「３）Check（評価・確認）」に基づき，以下の

とおり事業の評価を実施する。 

  （１）エネルギー政策課は，事業の進捗状況及び施設のエネルギーの状況（使用状況，発電

状況等）を外部有識者会議に報告する。 

  （２）外部有識者会議は，事業に関する評価を行い，必要があれば事業に関する助言を行う。 

  （３）外部有識者会議からの助言等を，次年度以降の事業計画に反映させる。 

 

  ※基金事業終了後も，施設の状況報告を継続して行い，以後の再生可能エネルギー設備導入

に資するデータを収集する。 
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５．その他 

（１２）再生可能エネルギー等導入推進基金事業への要望額 

 

平成 26 年度 ＧＮＤ基金事業 要望総額 １４億円 

 

（内訳） 

 １）地域資源活用詳細調査事業           ０．１億円 

    ・外部有識者会議 開催経費 等 

 

 ２）公共施設再生可能エネルギー等導入事業    １３．７億円 

  ・３１の公共施設へ再生可能エネルギー設備を導入 

 

 ３）民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業   ０．２億円 

    ・４の民間施設へ再生可能エネルギー設備を導入 

 

（１３）その他 

 

これまでも記述しているとおり，本県は，南北約６００km にわたる温帯から亜熱帯までの広

大な県域に，28 の有人離島を有しており，離島人口や離島面積がともに全国第 1 位という全国

でも有数の離島県である。また，多くの地域でシラス等の特殊土壌が分布しているほか，海岸線

が長く，島しょ部を多く有するなどの地域特性から，直近５カ年で延べ４９集落が台風等の災害

により孤立化し，住民生活等において多大な支障が生じた経験を有している。 

こうしたことから，平成 26 年 4 月に策定した本県再生可能エネルギー導入ビジョンにおいて，

「防災拠点施設等への分散型エネルギーの導入促進」を今後推進する取組の一つとして新たに位

置付けたところである。 

これらを踏まえ，今回要望している事業を有効に活用し，本県防災拠点施設等における災害時

の防災力向上に資する取組を，防災部局と連携しながら一層加速させるとともに，本基金事業の

趣旨である「災害に強く，環境負荷の小さい地域づくり」の実現に寄与したいと考えている。 

 



（別紙１）

（基金事業の執行計画） （単位：千円）

① 地域資源活用詳細調査事業

② 公共施設再生可能エネルギー等導入事業

③ 民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業

④ 風力・地熱発電事業等導入支援事業

平成27年度

合計

合計平成28年度平成26年度事業メニュー

再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（全体計画書）

1,400,000



（別紙２）

（基金事業の事業効果）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 合計

94,120 325,040 275,510 694,670

4.9% 5.7% 5.4% 6.3%

全2,084施設 導入施設数 2 17 12 31

73 186 166 425

項目

再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（全体計画書）

二酸化炭素削減効果　（ｔ－CO2)

導入した再生可能エネルギー等による発電量　（ｋWｈ）

防災拠点における再生可能エネルギーの普及率　（％）

(H25末導入済み：102) (H25末導入済み：102) (H25末導入済み：102)


